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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

がん診療連携拠点病院におけるがん情報提供・相談支援の実効性解析、 

活性化支援人材介入モデルの検討 

 

研究分担者  西山 正彦   群馬大学・名誉教授 

 

8 月から研究分担者を藤也寸志より引き継いだ。本分担研究報告書では、藤の 8月までの活

動報告に加えて、それ以後の西山の活動を報告する。「がんに関する相談支援と情報提供」

の推進は重要な課題と認識されながらも、がん相談支援センターの国民への認知は十分に

は進まず、またその実情は施設間や地域間で大きく異なっている。本研究の目的は、地域

の相談支援・情報提供体制を効率化するために不可欠な人材（がん医療ネットワークナビ

ゲーター：がんナビ）の育成を通じて、相談支援・情報提供体制の在り方を考え、療養を

含めた地域情報づくりのモデル等を提案することである。本年度は、昨年度までに施行し

た７都道府県における医療介護など広範囲の従事者に対するがん相談支援・情報提供の実

態に関するアンケート調査および聞き取り調査の結果について、詳細な検討および議論を

行った。また、癌治療学会によるがんナビの育成に協力し、さらに福岡県におけるがんナ

ビ育成に関する活動を継続した。8月からは交代した新研究代表者による 3年の成果の総括

や研究成果の冊子化と全国への配布、さらに今後のがん相談支援・情報提供体制の在り方

に関する提言の補助を行った。 

 

Ａ．研究目的 

1) 医療と介護の間、また地域間で異なるが

ん情報の多様なニーズに適切かつ迅速に対

応できる＜地域完結型相談支援・情報提供

体制＞の確立を目指す。その前提として必

要とされる「がんの相談支援や情報提供に

関する地域や施設によって異なるニーズや

問題点」を明らかにする。  

2) 地域の相談支援・情報提供体制とこれを

補強する人材養成プログラムを検証し、地

域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報提

供体制の在り方、これを効率化する人材の

育成と介入モデル、療養を含めた地域情報

づくりモデル等を提案する。 

Ｂ．研究方法 

1) 一昨年度に実施したがん診療連携拠点

病院（以下、がん拠点）の相談支援センタ

ー/地域統括相談支援センター/医療・ケア

ネットワーク等を対象としたアンケート調

査、さらに昨年度の回答施設へのインタビ

ュー調査の結果を詳細に検討して議論を行

った。 

2) 昨年度に引き続き、がん医療ネットワー

クナビゲーター（以下、がんナビ）養成プ

ロジェクト（H26-がん政策-一般-007）でモ
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デル事業の対象県である福岡県において、

養成のためのシステム作りを模索し、さら

に養成したがんナビの活躍の場を提供でき

る体制の構築を推進した。福岡県では特に

保険薬局薬剤師を対象として、がんナビの

育成を図った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、モデ

ル事業における評価は疫学研究の対象にな

ると考えられ、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守してこれを行

う。 

 

Ｃ．研究結果 

1)九州がんセンターで行ったインタビュー

調査では、福岡県における医療・介護領域

の従事者においては、がんの情報提供や相

談支援に関するニーズは広くかつ大きいも

のの十分な支援が行われていないことが判

明した。国のがん施策は、がん患者・家族

だけでなく、がん拠点や一部の関連施設以

外の医療・介護領域には届いていない実態

が明らかであった。 

2) 福岡県における保険調剤薬局薬剤師を

対象にがんナビの周知活動を継続した。そ

の結果、2020 年 2 月現在で、シニアナビ認

定済 10 名、実地見学中または待ちが 3 名、

コミュニケーションスキル研修を終了が 31

名、ナビ認定済が 119 名、e-learning 受講

中が 88 名と全国で最大の活動拠点となっ

ている。さらに、がんナビの活動を支える

ために、福岡県がん拠点が中心となるがん

診療連携協議会とその相談支援・情報提供

関連の部会での周知と協力依頼を昨年に引

き続き行いながら、がん専門相談員の連絡

会にがんナビも参加してもらい両者の交流

を続けている。 

3) 8 月以後は、研究分担者である藤の活動

を引き継いだ。交代した新研究代表者によ

る 3年の成果の総括や研究成果の冊子化と

全国への配布、さらに今後のがん相談支

援・情報提供体制の在り方に関する提言の

補助を行った。 

 

Ｄ．考察 

 広域にわたる広範囲の医療・介護関連施

設へのアンケート調査やインタビュー調査

の結果から考察すると、介護関連施設にお

いて、医療側からだけでは想像できなかっ

た「がん情報の不足」が明らかになった。

がんに関する情報をどのように収集し要介

護者達に提供するかについて困窮している

問題点が浮上し、がん相談支援センターだ

けでなく、がんナビ自体を介護福祉関係者

や国民へ周知することも必須であることが

わかった。 

現在のがん拠点における相談支援・情報

提供に関わる人員配置の現実は、年々高ま

るニーズに対応するには不十分であり、病

院経営の厳しさもあって更なる強化も望め

ない状況である。このために、市井にあっ

てがん専門相談員へのサポートまたは橋渡

しができる人材（がんナビ）の育成が急務

であり、この点に本研究の最大の意義があ

る。各都道府県では、行政の協力やがん拠

点のまとまりなどに大きな温度差がある。

福岡県では保険調剤薬局薬剤師を中心とし

た情報提供を行うことで、がんナビ取得を

目指す人が爆発的に増加した。彼らのがん

ナビ認定取得をサポートする体制を構築し

ていく必要がある。 
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 一方で、がんナビが養成された場合には、

その活動の質を維持する仕組みが必要であ

り、それにはがん拠点のがん専門相談員と

の定期的な交流が必要不可欠である。それ

は、がんナビの相談相手の確保や実際のが

ん患者のがん相談支援センターへのアクセ

スの橋渡しにも必須の要件である。九州が

んセンターでは、まずは福岡県での活動拡

大を目指しているが、全国のモデルとなる

べく福岡県モデル（1つの拠点病院と複数

の保険調剤薬局のがんナビからなるグルー

プを最小単位として、県内の全がん拠点で

の拡大を目指し、将来には全県下での統一

的な活動を目指すモデル）を提唱した。 

 

Ｅ．結論 

本研究の目的を達するためには、まずが

んナビを全国へ展開すること、そしてがん

拠点との共同体制の確立が必要である。さ

らには、医療側だけでなく介護側へのがん

情報の提供や相談支援は喫緊の課題であ

る現状が浮き彫りになった。 
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